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令和８年度海部南部水道企業団水道事業予算 
 

 

 （総 則） 

第１条 令和８年度海部南部水道企業団水道事業の予算は、次に定めるところによる。 

 

 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１） 給 水 戸 数        ４２，７００戸 

 （２） 年間総配水量       １０，２１０，０００㎥ 

（３） 一日平均配水量        ２７，９７３㎥ 

（４） 年間総有収水量     ９，３４３，０００㎥ 

（５） 建設改良事業     １，１５１，９８８千円 

 

 

 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収 入 

 

 第１款 水 道 事 業 収 益             ２，４３１，７６２千円 

  第１項 営 業 収 益            ２，２４１，６０５千円 

  第２項 営 業 外 収 益              １９０，１２５千円 

第３項 特 別 利 益                   ３２千円 

 

支 出 

 

 第１款 水 道 事 業 費 用             ２，２３７，３８３千円 

  第１項 営 業 費 用            ２，２０５，２４６千円 

  第２項 営 業 外 費 用               ２６，１２７千円 

  第３項 特 別 損 失                １，０１０千円 

  第４項 予 備 費                ５，０００千円 
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 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出

額に対し不足する額７１３，８９９千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調

整額８１，２３６千円、過年度分損益勘定留保資金５４９，２２２千円、当年度分損益勘

定留保資金３３，４４１千円及び建設改良積立金５０，０００千円で補てんするものとす

る。）。 

 

収 入 

 

 第１款 資 本 的 収 入               ５０９，２１８千円 

  第１項 企 業 債              ３００，０００千円 

  第２項 工 事 分 担 金              １７７，６５０千円 

  第３項 加 入 者 分 担 金               ３１，５５２千円 

  第４項 町 村 負 担 金                    ５千円 

  第５項 固 定 資 産 売 却 代                   １１千円 

 

支 出 

 

 第１款 資 本 的 支 出             １，２２３，１１７千円 

  第１項 建 設 改 良 費            １，１５１，９８８千円 

  第２項 企 業 債 償 還 金               ７１，１２９千円 

 

 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

施設整備事業費 

佐屋配水場中央監視 

制御設備改修工事 

200,000 千円 

証書借入 5.0％以内 

15 年以内（内据置

3 年以内）に半年賦

元利均等償還す

る。 
佐屋配水場 

設備更新事業費 
100,000 千円 
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（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 第１款水道事業費用のうち、第１項営業費用、第２項営業外費用及び第３項特別

損失に係る予算額に過不足が生じた場合における項間の流用。 

 

 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

い。 

 （１） 職 員 給 与 費              ３４７，４６６千円 

 （２） 交 際 費                  ２００千円 

 

 

 

 （たな卸資産購入限度額） 

第８条 たな卸資産の購入限度額は、４８，０２５千円と定める。 

 

 

 

 

 

 

 

令和 ８ 年 ２ 月１７日 提出        

 

海部南部水道企業団         

企業長  加 藤 光 彦     



 

- 4 - 

 



 
 
 
 

令 和 ８ 年 度 
 
 
海部南部水道企業団水道事業予算説明書 
 



 



予定額(千円) 備 考

1 水道事業収益 2,431,762
水道事業経営に係るすべての
収益

1 営 業 収 益 2,241,605 主たる営業活動から生ずる収益

1 給 水 収 益 2,179,224 水道使用料

2 受 託 工 事 収 益 17,281 受託した工事から生ずる収益

3 その他営業収益 45,100
材料売却収益、諸手数料収益、
その他収益

2 営 業 外 収 益 190,125
財務活動に伴う収益及び営業
活動以外の収益

1
受 取 利 息
及 び 配 当 金

2,938 預金利子収益

2 他 会 計 補 助 金 1,788
児童手当に係る一般会計からの
繰入金

3 長期前受金戻入 180,826

地方公営企業法施行規則第２１
条第２項又は第３項の規定により
償却した長期前受金の額のうち
営業外収益として整理する収益

4 雑 収 益 4,573
不用品売却収益、発生品組替
益、その他雑収益

3 特 別 利 益 32 当年度以外の収益

1 固定資産売却益 11 固定資産売却による収益

2
過 年 度 損 益
修 正 益

11 過年度水道料金等修正収益

3 その他特別利益 10 その他特別利益

－５－

令和８年度海部南部水道企業団水道事業予算実施計画

収  益  的  収  入  及  び  支  出

収　　　　　　　　入

款 項 目



予定額(千円) 備 考

1 水道事業費用 2,237,383
水道事業経営に係るすべての
費用

1 営 業 費 用 2,205,246 主たる営業活動に要する費用

1 原水及び浄水費 1,065,718
原水の取水、送水、浄水、受水
に要する費用

2 配水及び給水費 206,958
配・給水管及び量水器の維持管
理に要する費用

3 受 託 工 事 費 17,270 受託した工事に要する費用

4 業 務 費 144,067
検針、料金等の調定収納に要す
る費用

5 総 係 費 138,506 事業活動全般に関する費用

6 減 価 償 却 費 611,167
固定資産の減価償却に要する
費用

7 資 産 減 耗 費 21,460
固定資産の除却、たな卸資産の
減耗損費

8 その他営業費用 100
上記以外の営業活動に要する
費用

2 営 業外費 用 26,127
財務活動に伴う費用、固有営業
活動に係る以外の費用

1 支 払 利 息 21,474
企業債、一時借入金に対する利
子

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

4,633 消費税及び地方消費税

3 雑 支 出 20
固定資産以外の資産売却に伴う
損、上記以外に要する費用

3 特 別 損 失 1,010 当年度以外の費用

1 固定資産売却損 10 固定資産売却に要する損

2
過 年 度 損 益
修 正 損

990 過年度水道料金修正支出

3 その他特別損失 10 その他特別損失

4 予 備 費 5,000

1 予 備 費 5,000 予備費

支　　　　　　　　出

款 項 目

－６－



予定額(千円) 備 考

1 資本的収入 509,218
資本の導入、固定資産処分に伴う
収入

1 企 業 債 300,000

1 企 業 債 300,000
施設整備事業資金
佐屋配水場設備更新事業資金

2 工 事分担 金 177,650

2 工 事 分 担 金 177,650 配水管工事等に伴う受益者分担金

3 加入者分担金 31,552

3 加 入者分担金 31,552 新規給水申込に伴う分担金

4 町 村負担 金 5

4 町 村 負 担 金 5 新規給水申込に伴う町村負担金

5
固 定 資 産
売 却 代

11

5 固定資産売却代 11 固定資産売却に伴う収入

－７－

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　入

款 項 目



予定額(千円) 備 考

1 資 本 的 支 出 1,223,117
水道施設の改良整備及び企業
債償還に要する費用

1 建 設改良 費 1,151,988

1 配 水 管 整 備 費 533,269
配水管の整備改良工事に要す
る費用

2
佐 屋 配 水 場
設備更新事業費

207,280
佐屋配水場設備更新事業に要
する費用

3 施 設 整 備 費 407,055
企業団施設の整備に要する費
用

4 固定資産購入費 4,384
量水器、工具、器具及び備品等
購入に要する費用

2 企業債償還金 71,129

1 企 業 債 償 還 金 71,129
建設、拡張事業に充てるため借
入れた企業債の償還金

－８－

支　　　　　　　　出

款 項 目



（１）

当年度純利益(△は純損失) 108,779 千円

611,167 千円

固定資産除却費 21,320 千円

引当金の増減額(△は減少) 8,784 千円

長期前受金戻入 △ 180,826 千円

支払利息 21,474 千円

受取利息及び配当金 △ 2,938 千円

未収金の増減額(△は増加) △ 3,622 千円

△ 16,148 千円

129,742 千円

697,732 千円

△ 21,474 千円

利息及び配当金の受取額 2,938 千円

679,196 千円

（２）

△ 1,062,683 千円

20 千円

工事分担金等による収入 201,139 千円

△ 861,524 千円

（３）

300,000 千円

△ 71,129 千円

228,871 千円

0 千円

46,543 千円

1,730,637 千円

1,777,180 千円

固定資産の売却による収入

資金期末残高

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金に係る換算差額

令和８年度海部南部水道企業団水道事業
予定キャッシュ・フロー計算書　(間接法)

(令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで)

投資活動によるキャッシュ・フロー

業務活動によるキャッシュ・フロー

小計

利息の支払額

未払金の増減額(△は減少)

－９－

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産減価償却費

業務活動によるキャッシュ・フロー

企業債の償還による支出

たな卸資産の増減額(△は増加)

企業債による収入

固定資産の取得による支出



１．総　　　括

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

109,372

103,578

5,794

3,228

3,072

156

1,860

2,000

△ 140

職 員 数

特 別 職
（ 人 ）

一 般 職
（ 人 ）

特 別 職
給 料

（ 千 円 ）

0

合 計

（ 千 円 ）

児 童
手 当

（ 千 円 ）

127

休 日 勤 務
手 当

（ 千 円 ）

0

833

103,578

5,794

扶 養
手 当

（ 千 円 ）

△ 139

1,860

0

39
(3)

38
(4)

1
(△1)

0

0

0

法 定 福 利 費

（ 千 円 ）給 料
（ 千 円 ）

160,304

153,530

6,774

手 当
（ 千 円 ）

109,372 347,466

330,502

16,964

269,676

257,108

12,568

5,300

5,300

13,512

11,340

2,172

時 間 外
勤 務 手 当
（ 千 円 ）

期 末 勤 勉
手 当

（ 千 円 ）

住 居
手 当

（ 千 円 ）

通 勤
手 当

（ 千 円 ）

地 域
手 当

（ 千 円 ）

給 与 費

計
（ 千 円 ）

合 計

（ 千 円 ）

77,790

73,394

4,396

給　　与　　費　　明　　細　　書

区 分

69,860

2,809

1,891

1,764

0

2,862

2,928

△ 66

72,669

336

－１０－

手
当
の
内
訳

特 殊 勤 務
手 当

（ 千 円 ）

543

478

65

宿 日 直
手 当

（ 千 円 ）

1,524

本 年 度

前 年 度

比 較

(注)　１． 職員数 (  )書きは、短時間勤務職員について外書き。
　　　 ２． 本年度(令和8年度)手当の期末勤勉手当には、9年度6月期末勤勉手当のうち8年度発生額である
　　　　　　賞与引当金繰入額 28,625千円が含まれる。
　　　 ３． 前年度(令和7年度)手当の期末勤勉手当には、8年度6月期末勤勉手当のうち7年度発生額である
　　　　　　賞与引当金繰入額 27,377千円が含まれる。
　　　 ４． 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者などが含まれる。

(注)　　期末勤勉手当には、翌年度6月期末勤勉手当のため引当金に充てる繰入額が含まれており、本年度
　　　　(令和8年度)には、 8年度発生額 28,625千円、前年度(令和7年度)には、7年度発生額 27,377千円が
　　　　含まれている。

4,814

4,340

474

972

管 理 職
手 当

（ 千 円 ）



ア．会計年度任用職員以外の職員

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

(注)　　期末勤勉手当には、翌年度6月期末勤勉手当のため引当金に充てる繰入額が含まれており、本年度
　　　　(令和8年度)には、 8年度発生額 27,919千円、前年度(令和7年度)には、7年度発生額 26,406千円が
　　　　含まれている。

－１１－

474 △ 139 65 130 △ 140 7,224

4,340 972 478 2,940 2,000 100,112

4,814 833 543 3,070 1,860 107,336

時 間 外
勤 務 手 当
（ 千 円 ）

休 日 勤 務
手 当

（ 千 円 ）

特 殊 勤 務
手 当

（ 千 円 ）

宿 日 直
手 当

（ 千 円 ）

児 童
手 当

（ 千 円 ）

合 計

（ 千 円 ）

0 △ 66 2,256 151 336 4,157

5,300 2,928 10,920 1,692 1,524 67,018

5,300 2,862 13,176 1,843 1,860 71,175

4,803 20,517

(注)　１． 職員数 (  )書きは、短時間勤務職員について外書き。
　　　 ２． 本年度(令和8年度)手当の期末勤勉手当には、9年度6月期末勤勉手当のうち8年度発生額である
　　　　　　賞与引当金繰入額 27,919千円が含まれる。
　　　 ３． 前年度(令和7年度)手当の期末勤勉手当には、8年度6月期末勤勉手当のうち7年度発生額である
　　　　　　賞与引当金繰入額 26,406千円が含まれる。
　　　 ４． 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者などが含まれる。

手
当
の
内
訳

管 理 職
手 当

（ 千 円 ）

扶 養
手 当

（ 千 円 ）

地 域
手 当

（ 千 円 ）

通 勤
手 当

（ 千 円 ）

住 居
手 当

（ 千 円 ）

期 末 勤 勉
手 当

（ 千 円 ）

247,724 71,919 319,643

比 較 0
1

(0)
0 8,490 7,224 15,714

263,438

区 分

76,722 340,160

前 年 度 0
38
(1)

0 147,612 100,112

本 年 度 0
39
(1)

0 156,102 107,336

職 員 数 給 与 費
法 定 福 利 費

（ 千 円 ）

合 計

（ 千 円 ）
特 別 職
（ 人 ）

一 般 職
（ 人 ）

特 別 職
給 料

（ 千 円 ）

給 料
（ 千 円 ）

手 当
（ 千 円 ）

計
（ 千 円 ）



イ．会計年度任用職員

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

(注)　　期末勤勉手当には、翌年度6月期末勤勉手当のため引当金に充てる繰入額が含まれており、本年度
　　　　(令和8年度)には、 8年度発生額 706千円、前年度(令和7年度)には、7年度発生額 971千円が含まれ
　　　　ている。

－１２－

0 0 0 26 ― △ 1,430

0 0 0 132 ― 3,466

0 0 0 158 ― 2,036

時 間 外
勤 務 手 当
（ 千 円 ）

休 日 勤 務
手 当

（ 千 円 ）

特 殊 勤 務
手 当

（ 千 円 ）

宿 日 直
手 当

（ 千 円 ）

児 童
手 当

（ 千 円 ）

合 計

（ 千 円 ）

― ― △ 84 △ 24 ― △ 1,348

― ― 420 72 ― 2,842

期 末 勤 勉
手 当

（ 千 円 ）

― ― 336 48 ― 1,494

△ 3,146 △ 407 △ 3,553

(注)　１． 職員数 (  )書きは、短時間勤務職員について外書き。
　　　 ２． 本年度(令和8年度)手当の期末勤勉手当には、9年度6月期末勤勉手当のうち8年度発生額で
　　　　　　ある賞与引当金繰入額 706千円が含まれる。
　　　 ３． 前年度(令和7年度)手当の期末勤勉手当には、8年度6月期末勤勉手当のうち7年度発生額で
　　　　　　ある賞与引当金繰入額 971千円が含まれる。

手
当
の
内
訳

管 理 職
手 当

（ 千 円 ）

扶 養
手 当

（ 千 円 ）

地 域
手 当

（ 千 円 ）

通 勤
手 当

（ 千 円 ）

住 居
手 当

（ 千 円 ）

3,466 9,384 1,475 10,859

比 較 ―
0

(△1)
― △ 1,716 △ 1,430

6,238

区 分

職 員 数

1,068 7,306

前 年 度 ―
0

(3)
― 5,918

本 年 度 ―
0

(2)
― 4,202 2,036

給 与 費
法 定 福 利 費

（ 千 円 ）

合 計

（ 千 円 ）
特 別 職
（ 人 ）

一 般 職
（ 人 ）

特 別 職
給 料

（ 千 円 ）

給 料
（ 千 円 ）

手 当
（ 千 円 ）

計
（ 千 円 ）



増 減 額

（千円）

給 与 改 定 に
伴 う 増 加 分

5,154

昇 給 ・ 昇 格
に伴う減少分

△ 1,206

そ の 他 の
増 減 分

2,826

扶 養 66 千円 減 　・支給額改正

地 域 1,680 千円 増 　・支給率改正

通 勤 26 千円 増 　・支給額改正

期 末 勤 勉 1,084 千円 増 　・支給率改正

特 殊 勤 務 65 千円 増

宿 日 直 156 千円 増

地 域 492 千円 増

通 勤 101 千円 増

住 居 336 千円 増

期 末 勤 勉 1,725 千円 増

時間外勤務 474 千円 増

休 日 勤 務 139 千円 減

児 童 140 千円 減

備 考

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

　（２）　初任給

　　　（注）　令和８年１月１日現在。

大 学 卒

令和８年１月１日
現　　在

区 分

高 校 卒 200,300

（　円　）

304,000

42.2

平 均 給 与 月 額

－１３－

給料

386,500

320,900

  平均改定率　　３．３６％

232,000

事　　務　　・　　技　　術　　職

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

区 分

　・時間外　

　・休日　…　時間数見直しに伴う減

　（１）　職員１人当たりの給与

令和７年１月１日
現　　在

平 均 年 齢

事 務 ・ 技 術 職

359,600

平 均 給 料 月 額

42.7
平 均 給 料 月 額

（千円）

2,945

そ の 他 の
増 減 分

　職員の新陳代謝等に伴う増

  　　△100,464円
　  　12,916,294円

　・地域・期末勤勉

　・通勤　…　職員の新陳代謝に伴う増

　　…　時間数見直し等に伴う増

３．給料及び手当の状況

区 分

　・支給対象業務追加

6,774

備 考

手　当 5,794

増 減 事 由 別 内 訳

制 度 改 正 に
伴 う 増 減 分

　・住居　…　対象人数の増

２．給料及び手当の増減額の明細

2,849

　給与改定に伴う増

　・児童　…　支給区分相違等に伴う減

  平均昇給率　　△０．７７％

　・支給額改正

　　…　職員の新陳代謝等に伴う増

説 明



　（３）　級別職員数

4 （3）

9

6 （1）

7

5

5

1

1

38

4 （2）

10

5 （2） 　　　　　　

6

6

4

2

1

38

区 分

６　級

２　級

５　級

事 務 ・ 技 術 職

１　級

係員の職務

４　級

係長及び主任主査の職務

次長及び特に高度の知識
又は経験を必要とする課
長の職務

局長の職務

３　級

－１４－

７ 級 5.3

８ 級 2.6

計

課長補佐及び特に高度の
知識又は経験を必要とす
る主任主査の職務

８　級

事　　務　　・　　技　　術　　職

課長及び主幹の職務

６ 級 13.2

７ 級 2.6

７　級

（100）

１ 級

主査の職務

備 考

10.5

26.3

特に高度の知識又は経験
を必要とする業務を行う係
員の職務

100.0

（75.0）

15.8

　（級別の基準となる職務）

５ 級

10.5

23.7

５ 級令和８年１月１日現在

８ 級

計

　　　（注） 　(　)内は、短時間勤務職員について外書き。

１ 級

（25.0）

15.8

15.8

13.2

（50.0）

2.6

（50.0）

（4）

区 分

２ 級

６ 級 10.5

令和７年１月１日現在

３ 級

職員数（人）

(4) 100.0

前

年

度

級

４ 級

２ 級

構成比（％）

18.4

３ 級

（100）

13.2

４ 級

　（４）　昇給

昇給に係る職員数

職 員 数

〔Ｂ〕

〔Ａ〕

全 職 種

本

年

度
号 給 数 内 訳

38

区 分

職 員 数

昇給に係る職員数

号 給 数 内 訳

４号給

４号給

〔Ｂ〕

〔Ａ〕

比率〔Ｂ〕/〔Ａ〕

81.1

30

30

78.9

37

30

30

81.1

30

30

事 務 ・ 技 術 職

38

30

30

78.9

37

(人)

(人)

(人)

（％）

(人)

(人)

(人)

（％）比　率　〔Ｂ〕　/　〔Ａ〕

備 考



備 考

　（６）　期末手当・勤勉手当

本 年 度 2.325
(1.225)
(2.325)

2.325
(1.225)
(2.325)

4.65
(2.45)
(4.65)

前 年 度 2.300
(1.200)
(2.300)

2.300
(1.200)
(2.300)

4.60
(2.40)
(4.60)

一 般 会 計
の 制 度

2.325
(1.225)
(2.325)

2.325
(1.225)
(2.325)

4.65
(2.45)
(4.65)

　（７） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

２ ０ 年
勤 続 の 者

２ ５ 年
勤 続 の 者

３ ５ 年
勤 続 の 者

最 高
限 度

（月分） （月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.70900 47.70900

一 般 会 計 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875 33.27075 47.70900 47.70900

　 　（注）　令和８年１月１日現在。

　（８） その他の手当

－１５－

その他の加算措置等

備　　　考区 分
１２月　 (月分）６月　 (月分）

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

（月分）

支　　給　　率　　計

　 　(注) （　　）書き上段は、再任用職員。（　　）書き下段は、会計年度任用職員。

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

定年前早期退職特例
措置(3％～45％加算）

同

定年前早期退職特例
措置(3％～45％加算）

差 異 の 内 容

備 考区 分

同

通 勤 手 当 同

同

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

　（５）　特殊勤務手当

全 職 種

支給対象職員の比率

（ 令和８年１月１日 ）

支給対象職員１人当たり平均支給月額

（ 令和８年１月１日 ）

区 分

1,800

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.3

（％）

（円）

特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 給水停止業務手当　・　待機手当　・　出動手当

事 務 ・ 技 術 職

0.3

81.181.1

1,800



(既設定分)

企業債
県費

補助金

建設
改良

積立金

損益勘
定留保
資金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％
逓
次

7 3,740 0 0 0 3,740 0 3,740 0 3,740 0 0.7
逓
次
282
01

8 400,455 200,000 0 50,000 150,455 0 0 400,455 400,455 0 76.0

逓
次
218
79

9 122,793 0 0 0 122,793 0 0 0 0 122,793 ―

計 526,988 200,000 0 50,000 276,988 0 3,740 400,455 404,195 122,793 76.7

7 14,322 0 0 0 14,322 0 14,322 0 14,322 0 1.4
逓
次
282
01

8 207,280 100,000 0 0 107,280 0 0 207,280 207,280 0 20.8

逓
次
218
79

9 765,714 300,000 0 200,000 265,714 0 0 0 0 765,714 ―

計 997,018 400,000 0 200,000 397,018 9,702 14,322 207,280 231,304 765,714 23.2

１
　
資
　
本
　
的
　
支
　
出

１
　
建
　
設
　
改
　
良
　
費

－16－

佐
屋
配
水
場
設
備
更
新
事
業

6

逓
次
繰
越

9,702 0 0 9,702

継続費
の総額
に対す
る進捗

率

⑺

備
　
考
　
　
　
⑻

年
　
度

年割額

左 の 財 源 内 訳

(

佐
屋
配
水
場
中
央
監
視
制
御
設
備
改
修
工
事

)

施
 

設
 

整
 

備
 

事
 

業

継　　続　　費　　に　　関　　す　　る　　調　　書

款 項
事
業
名

⑴ 全 体 計 画 前々年
度末ま
での支
払義務
発生額

⑵

前年度
末まで
の支払
義務発
生見込

額
⑶

当該年
度支払
義務発
生予定

額

⑷

当該年
度末ま
での支
払義務
発生予
定額
⑸

翌年度
以降の
支払義
務発生
予定額

⑹

0 1.09,702 0 0 0 9,702



( 既 設 定 分 )

企　業　債
損益勘定
留保資金

千円 千円

－１7－

0 45,793

200,000 325,580536,580 525,580

令和6年度から
令和7年度まで

新水道料金シス
テ ム 構 築 及 び
運 用 業 務

(令和5年度設定分)

62,000

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事 項 限度額

前 年 度 末 ま で の 当 年 度 以 降 の

千円

支 払 義 務 発 生
予 定 額

期 間金 額期 間

千円

9,779令和7年度

立田大橋水管橋
更 新 事 業

(令和5年度設定分)

令和8年度から
令和12年度まで

15,709

千円

金 額

左の財源内訳
支 払 義 務 発 生
（ 見 込 ） 額

45,793
令和8年度から
令和12年度まで



(単位  千円）

1

（１） 1,981,113

（２） 17,280

（３） 41,034 2,039,427

2

（１） 973,477

（２） 197,374

（３） 15,700

（４） 136,937

（５） 134,989

（６） 611,167

（７） 21,450

（８） 100 2,091,194

51,767

3

（１） 2,938

（２） 1,788

（３） 180,826

（４） 4,296 189,848

4

（１） 21,474

（２） 1,938 23,412 166,436

114,669

そ の 他 営 業 費 用

営 業 外 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

業 務 費

受 託 工 事 費

総 係 費

雑 収 益

経 常 利 益

減 価 償 却 費

雑 支 出

他 会 計 補 助 金

支 払 利 息

受取利息及び配当金

営 業 外 費 用

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

営 業 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

令和８年度海部南部水道企業団水道事業予定損益計算書

－18－

配 水 及 び 給 水 費

原 水 及 び 浄 水 費

営 業 損 失

資 産 減 耗 費



5

（１） 10

（２） 10

（３） 10 30

6

（１） 10

（２） 900

（３） 10 920 △ 890

7

（１） 5,000 △ 5,000

108,779

325,746

50,000

484,525

固 定 資 産 売 却 損

－19－

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

特 別 損 失

そ の 他 特 別 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

予 備 費

そ の 他 特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 益

当 年 度 純 利 益

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

予 備 費

その他未処分利益剰余金変動額

過 年 度 損 益 修 正 損



(単位  千円）

1

（１）

イ 456,782

ロ 1,886,077

△ 1,239,899 646,178

ハ 29,275,372

△ 15,615,891 13,659,481

ニ 2,785,910

△ 2,460,052 325,858

ホ 35,700

△ 30,325 5,375

ヘ 241,947

△ 220,173 21,774

ト 746,153

15,861,601

（２）

イ 3,591

ロ 8,119

11,710

（３）

イ 0

ロ 100,000

100,000

15,973,311

無 形 固 定 資 産

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

令和８年度海部南部水道企業団水道事業予定貸借対照表
(令和９年３月３１日）

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

土 地

資　　産　　の　　部

車 両 運 搬 具

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

投資 その 他の 資産 合計

固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

施 設 利 用 権

そ の 他 無 形 固 定 資 産

－20－

そ の 他 投 資



2

（１） 1,777,180

（２） 361,210

△ 476 360,734

（３） 50,389

（４） 0

（５） 1,000

2,189,303

18,162,614

3

（１） 1,404,168

（2）

イ 207,926

ロ 232,388

引 当 金 合 計 440,314

1,844,482

4

（１） 69,443

（2） 407,613

（3） 655

（4）

イ 28,625

ロ 0

引 当 金 合 計 28,625

（5） 26,559

532,895

前 払 金

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

負　　債　　の　　部

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

前 受 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

－21－



5

（１）

イ 1,077,391

△ 533,303 544,088

ロ 670,384

△ 506,911 163,473

ハ 1,041,436

△ 535,645 505,791

ニ 1,046,142

△ 986,500 59,642

ホ 4,730,492

△ 2,798,784 1,931,708

ヘ 2,643,964

△ 1,442,579 1,201,385

ト 562

△ 418 144

4,406,231

6,783,608

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

県 費 補 助 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

他 会 計 負 担 金

収 益 化 累 計 額

町 村 負 担 金

－22－

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

工 事 分 担 金

収 益 化 累 計 額

加 入 者 分 担 金

収 益 化 累 計 額



6

(1)

イ 52,517

ロ 9,862,829

9,915,346

7

(1)

イ 876

ロ 0

ハ 0

ニ 34,479

ホ 414,165

ヘ 0

ト 0

449,520

(2)

イ 160,000

ロ 369,615

ハ 484,525

1,014,140

1,463,660

11,379,006

18,162,614

※ 　1. 賞与引当金　27,377千円を取り崩し、6月期末勤勉手当に充当する。

　　　2. 貸倒引当金　462千円を取り崩し、損失額に充当する。

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

－23－

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

国 庫 補 助 金

県 費 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

加 入 者 分 担 金

町 村 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

建 設 改 良 積 立 金

資　　本　　の　　部

資 本 金

他 会 計 負 担 金

工 事 分 担 金

自 己 資 本 金

固 有 資 本 金

組 入 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金



(単位  千円）

1

（１） 1,794,759

（２） 15,300

（３） 39,371 1,849,430

2

（１） 937,461

（２） 200,232

（３） 13,900

（４） 140,498

（５） 124,930

（６） 629,529

（７） 22,910

（８） 100 2,069,560

220,130

3

（１） 1,486

（２） 220,943

（３） 192,937

（４） 4,766 420,132

4

（１） 19,539

（２） 21,342 40,881 379,251

159,121

雑 支 出

経 常 利 益

－24－

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

支 払 利 息

営 業 外 費 用

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

令和７年度海部南部水道企業団水道事業予定損益計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

営 業 損 失

そ の 他 営 業 費 用

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

受 託 工 事 費

業 務 費



5

（１） 10

（２） 10

（３） 3,453 3,473

6

（１） 50

（２） 900

（３） 10 960 2,513

7

（１） 5,000 △ 5,000

156,634

169,112

0

325,746

そ の 他 特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

－25－

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 純 利 益

そ の 他 特 別 利 益

予 備 費

予 備 費

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益



(単位  千円）

1

（１）

イ 456,782

ロ 1,884,887

△ 1,208,453 676,434

ハ 28,793,232

△ 15,070,116 13,723,116

ニ 2,784,532

△ 2,433,567 350,965

ホ 35,700

△ 28,591 7,109

ヘ 239,687

△ 217,044 22,643

ト 191,778

15,428,827

（２）

イ 3,591

ロ 10,717

14,308

（３）

イ 0

ロ 100,000

100,000

15,543,135

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

－26－

そ の 他 投 資

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

そ の 他 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

令和７年度海部南部水道企業団水道事業予定貸借対照表
(令和８年３月３１日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地



2

（１） 1,730,637

（２） 357,588

△ 462 357,126

（３） 34,241

（４） 0

（５） 1,000

2,123,004

17,666,139

3

（１） 1,173,611

（2）

イ 200,404

ロ 232,388

引 当 金 合 計 432,792

1,606,403

4

（１） 71,129

（2） 277,871

（3） 655

（4）

イ 27,377

ロ 0

引 当 金 合 計 27,377

（５） 26,559

403,591流 動 負 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

－27－

そ の 他 流 動 負 債

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

特 別 修 繕 引 当 金

企 業 債

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

未 払 金

前 受 金

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

流 動 資 産



5

（１）

イ 1,077,391

△ 507,815 569,576

ロ 670,384

△ 495,323 175,061

ハ 1,041,436

△ 512,217 529,219

ニ 1,046,142

△ 985,946 60,196

ホ 4,558,042

△ 2,731,896 1,826,146

ヘ 2,615,280

△ 1,389,705 1,225,575

ト 557

△ 412 145

4,385,918

6,395,912

6

(1)

イ 52,517

ロ 9,862,829

9,915,346

工 事 分 担 金

収 益 化 累 計 額

加 入 者 分 担 金

固 有 資 本 金

組 入 資 本 金

資 本 金 合 計

収 益 化 累 計 額

町 村 負 担 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

資 本 金

自 己 資 本 金

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

－28－

県 費 補 助 金

収 益 化 累 計 額

他 会 計 負 担 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額



7

(1)

イ 876

ロ 0

ハ 0

ニ 34,479

ホ 414,165

ヘ 0

ト 0

449,520

(2)

イ 160,000

ロ 419,615

ハ 325,746

905,361

1,354,881

11,270,227

17,666,139

※ 　1. 賞与引当金　26,017千円を取り崩し、6月期末勤勉手当に充当する。

　　　2. 貸倒引当金　241千円を取り崩し、損失額に充当する。

－29－

町 村 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

他 会 計 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

剰 余 金

国 庫 補 助 金

県 費 補 助 金

負 債 資 本 合 計

工 事 分 担 金

加 入 者 分 担 金

減 債 積 立 金

資 本 合 計

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計



－３０－ 

注 記 
Ⅰ．重要な会計方針 

  平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成している。 

１． たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品    先入先出法による原価法 

２． 固定資産の減価償却の方法 

（1） 有形固定資産 

・ 減価償却の方法     定額法 

・ 主な耐用年数 

建物          15～50 年 

構築物          6～60 年 

機械及び装置       8～20 年 

車両運搬具        5～ 6 年 

工具、器具及び備品    2～15 年 

（2） 無形固定資産 

・ 減価償却の方法     定額法 

３． 引当金の計上方法 

（1） 退職給付引当金 

当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、愛知県市町村職員退職手

当組合における積立金相当額を控除した金額を計上している。 

（2） 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給、並びにそれらに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上し

ている。 

（3） 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収の可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。 

４． 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．その他の注記 

    新会計基準移行に係る経過措置 

１． 修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例によ

り取り崩すこととする。 

 



 
 
 
 
 
 

令 和 ８ 年 度 
 
 
海部南部水道企業団予算実施計画明細 
 



 



予 定 額

千円 千円

1 2,431,762

1 2,241,605

1 2,179,224

1 水 道 料 金 2,179,224 基本料金 626,502

使用料金 1,552,722

2 17,281

2 給 水 工 事 11 受託給水工事収益 11

3 修 繕 工 事 17,270 消火栓修繕工事収益 3,300

下水道事業に伴う移設修繕工事収益 11,000

その他配水管移設修繕工事収益 2,970

3 45,100

4
材 料 売 却
収 益

110 給水装置工事事業者、その他売却収益 100

消費税及び地方消費税額 10

5 手 数 料 6,639 369

2,320

1,976

1,404

消費税及び地方消費税額 570

6
下 水 道
使 用 料

38,351 公共下水道等使用料徴収事務負担金 34,865

徴 収 事 務
負 担 金 消費税及び地方消費税額 3,486

2 190,125

1 2,938

8 預 金 利 息 2,938 定期預金利息 2,938

令和８年度 海部南部水道企業団水道事業予算実施計画明細

そ の 他
営 業 収 益

給 水 収 益

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 附 記

収　　　　　　入

受 託 工 事
収 益

節

営 業 収 益

水 道 事 業 収 益

－３１－

配水管新設工事設計及び監督事務手数料

受 取 利 息
及び配当金

その他配水管移設工事設計及び監督事務手数料

各種申込、設計審査、更新手数料

営業外収益

下水道事業等に伴う配水管移設工事設計手数料



予 定 額

千円 千円

2 1,788

14
一 般 会 計
繰 入 金

1,788 児童手当に係る関係市村繰入金 1,788

3 180,826

16 国庫補助金 25,488 対象償却資産の減価償却見合い分 25,488

17 県費補助金 11,588 対象償却資産の減価償却見合い分 11,588

18
他 会 計
負 担 金

23,428 対象償却資産の減価償却見合い分 23,428

19
受 贈 財 産
評 価 額

554 対象償却資産の減価償却見合い分 554

21 工事分担金 66,888 対象償却資産の減価償却見合い分 66,888

22
加 入 者
分 担 金

52,874 対象償却資産の減価償却見合い分 52,874

23 町村負担金 6 対象償却資産の減価償却見合い分 6

4 4,573

27
不用品売却
収 益

5 不用品売却代金 5

28
発 生 品
組 替 益

992 量水器取替益 992

29
そ の 他
雑 収 益

3,576 団体保険取扱事務費 260

水道情報提供料 66

耐震性貯水槽水質検査手数料 2,450

消費税及び地方消費税額 277

保険料戻し入れ等 320

配給水管修繕工事収益 203

3 32

1 11 有形固定資産売却に伴う収益 11

2 11 過年度分水道料金修正収入 11

3 10 その他特別利益 10

2,431,762

－３２－

過年度損益
修 正 益

附 記

雑 収 益

長期前受金
戻 入

固 定 資 産
売 却 益

款 項 目 節

他 会 計
補 助 金

特 別 利 益

収 入 合 計

そ の 他
特 別 利 益



予 定 額

千円 千円

1 2,237,383

1 2,205,246

1 1,065,718

1 給 料 25,078 25,078

2 手 当 11,148 管理職手当 725

扶養手当 804

地域手当 2,136

通勤手当 449

住居手当 336

時間外勤務手当 605

休日勤務手当 157

特殊勤務手当 28

期末勤勉手当 5,908

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額 4,126 賞与引当金繰入額 4,126

6 法定福利費 10,074 共済組合負担金 7,030

退職手当組合負担金 2,976

公務災害負担金 68

8 旅 費 48 普通旅費 48

14 備 消 品 費 570 記録紙及び諸用紙 86

消耗器具及び備品 372

夏作業服 61

消費税及び地方消費税額 51

15 燃 料 費 370 車両燃料費 337

消費税及び地方消費税額 33

－３３－

款 項 目 節

原 水 及 び
浄 水 費

支　　　　　　出

営 業 費 用

附 記

水 道 事 業 費 用

一般職 　６人　再任用　１人



予 定 額

千円 千円

17 印刷製本費 11 諸用紙印刷費 10

消費税及び地方消費税額 1

18 通信運搬費 1,479 配水場電話料 204

専用回線使用料　　６回線 1,141

消費税及び地方消費税額 134

20 委 託 料 80,152 2,230

1,056

9,424

11,860

配水場運転管理業務委託料 30,600

しゅん工図面等電子化業務委託 2,100

454

6,932

240

立田配水場火災報知設備点検業務委託料 28

立田配水場危険物施設定期検査業務委託料 88

その他委託料 500

消費税及び地方消費税額 7,286

21 手 数 料 68 弥富配水場浄化槽清掃及び管理手数料 62

消費税及び地方消費税額 6

22 賃 借 料 489 配水場警備機器賃借料 445

消費税及び地方消費税額 44

佐屋配水場監視制御用システム保守点検業務
委託料

佐屋配水場監視制御用計算機システム緊急時
対応業務委託料

6,904

450

臨時水質検査委託料

節

－３４－

附 記款 項 目

除草・芝生等管理業務委託料

水質検査委託料

電気保安業務委託料(立田・佐屋・弥富配水場)

配水場芝刈・除草・除草剤散布等業務委託料

計装設備点検業務委託料

配水場侵入対応警備業務委託料



予 定 額

千円 千円

23 修 繕 費 25,030 配水場電気・計装設備修繕費 9,400

配水ポンプ設備修繕費 2,800

立田配水場２号配水ポンプ・電動機修繕工事費 3,554

立田配水場４号配水ポンプ吐出弁修繕工事費 1,800

車両修繕費 200

その他修繕費 5,000

消費税及び地方消費税額 2,276

28 動 力 費 67,615 取水・浄水・配水電力料

立田配水場 11,292

佐屋配水場 15,444

弥富配水場 30,733

計 57,469

自家発電用燃料費 4,000

消費税及び地方消費税額 6,146

29 薬 品 費 3,909 水処理用薬品費

立田配水場 505

佐屋配水場 909

弥富配水場 1,819

計 3,233

水質試験用薬品費 380

消費税及び地方消費税額 296

31 補 償 金 200 補償金 200

36 負 担 金 164 二配水場地元負担金 164

38 受 水 費 835,150 県水受水費

基本料金 430,364

款 項 目 節

－３５－

附 記



予 定 額

千円 千円

使用料金 328,864

消費税及び地方消費税額 75,922

44 雑 費 37 放送受信料 24

その他雑費 10

消費税及び地方消費税額 3

2 206,958

1 給 料 35,692 35,692

2 手 当 15,185 管理職手当 725

扶養手当 588

地域手当 2,964

通勤手当 440

住居手当 672

時間外勤務手当 1,229

休日勤務手当 160

特殊勤務手当 183

期末勤勉手当 8,224

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額 6,444 賞与引当金繰入額 6,444

6 法定福利費 18,217 共済組合負担金 12,514

退職手当組合負担金 5,594

公務災害負担金 109

8 旅 費 90 普通旅費 90

14 備 消 品 費 530 文房具諸用紙 60

消耗器具及び備品 201

軽工具 60

夏作業服 71

一般職 １０人

配 水 及 び
給 水 費

款 項 目 節 附 記

－３６－



予 定 額

千円 千円

その他消耗品 90

消費税及び地方消費税額 48

15 燃 料 費 398 車両燃料費 362

消費税及び地方消費税額 36

18 通信運搬費 16 電波利用料 16

20 委 託 料 7,789 配水管保守委託料 1,925

無線機定期点検委託料 508

支援連絡管用逆止弁及び調整弁点検委託料 150

漏水調査に伴う水質検査委託料 198

漏水調査業務委託料 4,300

消費税及び地方消費税額 708

22 賃 借 料 321 鉄道敷地借上料

近鉄 298

ＪＲ 23

23 修 繕 費 68,200 配・給水管修繕工事費 57,600

水管橋塗装修繕工事費 3,500

工具器具修繕費 500

車両修繕費 400

消費税及び地方消費税額 6,200

26
量水器取替
補 修 費

53,166 量水器補修費

不動取替等 個 335

定期取替 個 25,472

量水器取替工事費 個 24,872

消費税及び地方消費税額 2,487

27 路面復旧費 550 路面復旧に要する費用 500

附 記

5,961

節款 項 目

29

5,965

－３７－



予 定 額

千円 千円

消費税及び地方消費税額 50

30 材 料 費 360 修繕工事用材料 360

3 17,270

43 工事請負費 17,270 消火栓修繕工事費 3,000

下水道事業に伴う移設修繕工事費 10,000

その他配水管移設修繕工事費 2,700

消費税及び地方消費税額 1,570

4 144,067

1 給 料 31,583 一般職 ７人　会計年度 １人 31,583

2 手 当 14,263 管理職手当 725

地域手当 2,592

通勤手当 308

住居手当 576

時間外勤務手当 1,020

休日勤務手当 176

特殊勤務手当 136

期末勤勉手当 8,730

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額 5,595 賞与引当金繰入額 5,595

6 法定福利費 14,456 共済組合負担金 9,964

退職手当組合負担金 4,422

公務災害負担金 70

8 旅 費 48 普通旅費 48

14 備 消 品 費 5,579 文房具諸用紙 180

調定・収納・検針事務消耗品 724

夏作業服 70

受託工事費

業 務 費

節款 項 目

－３８－

附 記



予 定 額

千円 千円

検針人用空調服・冷感作業服 720

水道料金計算システム印刷帳票費 3,378

消費税及び地方消費税額 507

15 燃 料 費 370 車両燃料費 337

消費税及び地方消費税額 33

16 光 熱 水 費 20 電磁流量計プリンター電気料金 19

消費税及び地方消費税額 1

17 印刷製本費 198 諸用紙印刷費 180

消費税及び地方消費税額 18

18 通信運搬費 11,308 納入通知書郵送料 4,131

水道料金領収書郵送料 2,907

水道料金再振替のお知らせ郵送料 408

督促状等郵送料 1,140

メーター取替のお知らせ郵送料 507

その他郵送料 660

インターネットバンキング利用料 61

口座振替に関する通信費 837

ＡＳＰサービス利用料 129

開閉栓ネット受付に関する通信費 528

20 委 託 料 45,787 定例電算処理業務委託料 6,934

新水道料金システム導入委託料 3,045

新水道料金システム保守委託料 1,174

ＶＡＬＵＸ接続に伴うソフトウェア保守委託料 12

開閉栓・検針業務委託料 11,280

検針人検針業務委託料 18,780

附 記節

－３９－

款 項 目



予 定 額

千円 千円

その他委託料 400

消費税及び地方消費税額 4,162

21 手 数 料 7,546 水道料金口座振替手数料 3,024

コンビニ収納代行手数料 3,418

銀行窓口収納手数料 132

振込手数料 252

資金振込手数料 24

残高証明発行手数料 11

消費税及び地方消費税額 685

22 賃 借 料 6,434 新水道料金システム

　ハードウェア賃借料 1,957

　ソフトウェア賃借料 273

　パッケージ賃借料 1,958

　機器賃借料 40

計 4,228

検針用スマートフォン賃借料 1,622

消費税及び地方消費税額 584

23 修 繕 費 880 車両修繕費 300

システム機器等修繕費 500

消費税及び地方消費税額 80

5 138,506

1 給 料 36,465 一般職　９人 36,465

2 手 当 22,964 管理職手当 1,796

扶養手当 630

地域手当 3,120

附 記

－４０－

節

総 係 費

款 項 目



予 定 額

千円 千円

通勤手当 348

住居手当 276

宿日直手当 3,228

時間外勤務手当 996

休日勤務手当 172

特殊勤務手当 20

児童手当 1,860

期末勤勉手当 10,518

3
賞与引当金
繰 入 額 6,589 賞与引当金繰入額 6,589

5 報 酬 1,119 特別職報酬 1,119

6 法定福利費 20,261 共済組合負担金 13,340

退職手当組合負担金 5,470

公務災害負担金 98

社会保険料等 1,353

8 旅 費 1,269 普通旅費 1,269

10 退職給付費 7,522 退職給付引当金組入額 7,522

12 報 償 費 77 表彰者賞状・記念品等 70

消費税及び地方消費税額 7

14 備 消 品 費 4,631 図書費 200

プリンター用トナーカートリッジ 1,315

事務消耗品等 1,248

夏作業服等 408

災害対策備蓄品 400

器具及び備品 400

その他消耗品 240

款 項 目

－４１－

節 附 記



予 定 額

千円 千円

消費税及び地方消費税額 420

15 燃 料 費 199 車両燃料費 181

消費税及び地方消費税額 18

16 光 熱 水 費 6,046 庁舎（佐屋）電気・電灯料 5,220

プロパンガス使用料 260

消費税及び地方消費税額 547

立田配水場農業集落排水処理施設使用料 19

17 印刷製本費 1,841 水道広報発刊費 919

図書追録製本費 600

企業団例規集追録作成費 155

消費税及び地方消費税額 167

18 通信運搬費 1,043 庁舎電話料 660

CATVネット利用料金等 71

ＨＰ用レンタルサーバー利用料金等 49

光ネット利用料金等 121

消費税及び地方消費税額 90

郵送料 52

20 委 託 料 12,003 庁舎電気保安業務委託料 274

電話保守業務委託料 240

空調機械保守点検業務委託料 4,469

火災報知設備点検業務委託料 199

庁舎清掃業務委託料 1,462

水道事業会計システム保守委託料 612

給与管理システム保守委託料（年） 78

会議録作成業務委託料 120

附 記款 項 目 節

－４２－



予 定 額

千円 千円

法制執務支援業務委託料 360

日常清掃等業務委託料 1,470

一般廃棄物収集運搬処分委託料 342

事業文書廃棄委託料 50

弁護士顧問委託料 600

例規執務支援システムデータ更新委託料 170

複合複写機保守委託料 156

水道事業チラシ配布委託料 170

その他委託料 140

消費税及び地方消費税額 1,091

21 手 数 料 575 健康診断（検便）手数料 47

庁舎浄化槽清掃及び管理手数料 378

その他手数料 100

消費税及び地方消費税額 50

22 賃 借 料 4,701 水道事業会計システム等賃借料 2,660

議会議員先進地視察研修（バス代等） 450

例規執務支援システム賃借料 570

現行法令電子システム使用料 120

複合複写機賃借料（２台） 154

スマートフォン賃貸借料 300

その他賃借料 20

消費税及び地方消費税額 427

23 修 繕 費 4,620 車両修繕費 300

庁舎修繕費 2,000

備品修繕費 400

附 記

－４３－

節款 項 目



予 定 額

千円 千円

空調設備修繕費 1,000

その他修繕費 500

消費税及び地方消費税額 420

31 補 償 金 100 100

32 交 際 費 200 交際費 200

33 研 修 費 499 日本水道協会主催研修会 70

尾張水道連絡協議会研修会 5

名古屋上下水道総合サービス主催研修会 100

その他研修会 100

防火管理者講習（甲種） 8

準中型自動車免許講習 171

消費税及び地方消費税額 45

34 食 糧 費 189 会議等飲食代 175

消費税及び地方消費税額 14

35 厚 生 費 692 医務薬品費 60

定期健康診断料 510

クリーニング代 60

消費税及び地方消費税額 62

37 会費負担金 891 日本水道協会会費負担金 317

水道企業団協議会会費負担金 145

尾張水道連絡協議会会費負担金 40

津島安全運転管理協議会会費負担金 16

危険物安全協会会費負担金 17

愛知県公共料金等暴力対策協議会会費負担金 6

総会及び協議会等参加負担金 150

款 項 目

－４４－

節 附 記

公務上被災者等見舞金



予 定 額

千円 千円

その他負担金 200

39 保 険 料 3,354 建物火災保険料 460

電気・機械設備災害保険料 441

自動車損害賠償保険料 1,091

上水道施設賠償責任保険料 1,037

検針水道料動産総合保険料 161

小切手・払戻請求書及び現金運送保険料 150

運送及び金庫保管保険料 4

普通傷害保険 10

40 公 課 費 106 車両重量税 106

41
貸倒引当金
繰 入 額 476 476

44 雑 費 74 放送受信料 48

その他雑費 20

消費税及び地方消費税額 6

6 611,167

45
有 形
固 定 資 産

608,569 建物減価償却費 31,446

減価償却費
構築物減価償却費 545,775

機械及び装置減価償却費 26,485

車両運搬具減価償却費 1,734

工具、器具及び備品減価償却費 3,129

無 形
固 定 資 産
減価償却費

7 21,460

47
固 定 資 産
除 却 費

21,430 有形固定資産の除却費 100

消費税及び地方消費税額 10

款 項 目

資産減耗費

附 記

2,598

節

－４５－

減価償却費

未収金の回収不能による損失に備える引当金繰入額

その他無形固定資産減価償却費 2,59846



予 定 額

千円 千円

配水管布設替・改良工事に伴う除却損 19,810

その他除却損 1,510

48
たな卸資産
減 耗 費 30 たな卸資産のき損及び滅失による除却損 30

8 100

49
材 料
売 却 原 価

100 給水装置工事事業者・その他材料売却原価 100

2 26,127

1 21,474

51 企業債利息 21,474 政府債利息 16,806

機構債利息 4,668

2 4,633 消費税及び地方消費税 4,633

3 20

55
不 用 品
売 却 原 価

10 不用品売却原価 10

56
そ の 他
雑 支 出

10 雑支出 10

3 1,010

1 10 固定資産売却に伴う損失 10

2 990 過年度分水道料金修正支出 900

消費税及び地方消費税額 90

3 10 10

4 5,000

1 5,000 予備費 5,000

2,237,383

消費税及び
地方消費税

－４６－

特 別 損 失

支 出 合 計

予 備 費

雑 支 出

固 定 資 産
売 却 損

その他特別損失

予 備 費

そ の 他
特 別 損 失

そ の 他
営 業 費 用

附 記款 項 目 節

営業外費用

支 払 利 息

過年度損益
修 正 損



予 定 額

千円 千円

1 509,218

1 300,000

1 300,000

15 企 業 債 300,000 施設整備事業資金 200,000

佐屋配水場設備更新事業資金 100,000

2 177,650

2 177,650

21 工事分担金 177,650 給水申込者配水管新設工事分担金 52,000

消費税及び地方消費税額 5,200

97,680

その他配水管移設工事分担金 22,770

3 31,552

3 31,552

22
加 入 者
分 担 金

31,552 新規給水申込者分担金 31,552

4 5

4 5

23 町村負担金 5 蟹江町地内新規給水申込者負担金 5

5 11

5 11

35
固 定 資 産
売 却 代

11 固定資産売却に伴う収入 10

消費税及び地方消費税額 1

509,218

町村負担金

収 入 合 計

町村負担金

資本的収入

加 入 者
分 担 金

節

工事分担金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　入

工事分担金

固 定 資 産
売 却 代

加入者分担金

下水道事業等に伴う配水管移設工事分担金

附 記

企 業 債

款 項 目

企 業 債

固 定 資 産
売 却 代

－４７－



予 定 額

千円 千円

1 1,223,117

1 1,151,988

1 533,269

1 給 料 31,486 一般職 　7人　会計年度 １人 31,486

2 手 当 17,187 管理職手当 1,329

扶養手当 840

地域手当 2,700

通勤手当 346

時間外勤務手当 964

休日勤務手当 168

特殊勤務手当 176

期末勤勉手当 10,664

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額 5,871 賞与引当金繰入額 5,871

6 法定福利費 14,782 共済組合負担金 10,317

退職手当組合負担金 4,407

公務災害負担金 58

8 旅 費 84 普通旅費 84

14 備 消 品 費 556 文房具・諸用紙 120

図面用複写機消耗品等 240

図書費 64

夏作業服 82

消費税及び地方消費税額 50

15 燃 料 費 370 車両燃料費 337

消費税及び地方消費税額 33

附 記

配 水 管
整 備 費

建設改良費

節款 項 目

資本的支出

－４８－

支　　　　　　出



予 定 額

千円 千円

17 印刷製本費 14 諸用紙印刷費 13

消費税及び地方消費税額 1

700

487

23 修 繕 費 330 車両修繕費 300

消費税及び地方消費税額 30

27 路面復旧費 330 路面復旧に要する費用 300

消費税及び地方消費税額 30

30 材 料 費 300 配水管改良・布設替工事用材料 300

31 補 償 金 200 配水管改良及び布設替工事に伴う補償金 200

36 負 担 金 540 愛知県制定土木設計単価配信負担金 540

43 工事請負費 455,862 給水申込者配水管新設工事費 52,000

109,600

25,700

配水管改良工事費 227,120

消費税及び地方消費税額 41,442

2 207,280

消費税及び地方消費税額 1,050

43 工事請負費 195,730 177,937

消費税及び地方消費税額 17,793

3 407,055

20 委 託 料

－４９－

款 項 目

水道施設情報管理システム保守点検業務委託料

消費税及び地方消費税額

施設整備費

下水道事業に伴う配水管移設工事費

20 委 託 料

10,500

佐屋配水場
設 備 更 新
事 業 費 佐屋配水場電気・機械設備更新工事監理業務

委託料

その他配水管移設工事費

節 附 記

5,050

佐屋配水場電気・機械設備更新工事費

11,550

5,555 佐屋配水場中央監視制御設備改修工事監理
業務委託料

20 委 託 料 5,357 設計積算システム単価・一位代価表更新管理
業務委託料

4,170



予 定 額

千円 千円

消費税及び地方消費税額 505

43 工事請負費 401,500 佐屋配水場中央監視制御設備改修工事費 359,000

弥富配水場２Ｆトイレ洋式化改修工事費 1,200

庁舎駐車場整備工事費 4,800

消費税及び地方消費税額 36,500

4 4,384

65
機 械 及 び
装 置

1,898 量水器　４２０個 1,898

67
工具、器具
及 び 備 品

2,486 漏水探知機（１台） 730

ノートパソコン（５台） 1,000

ポータブル蓄電池（１台） 150

ポータブルソーラーパネル（１台） 80

事務機器等 300

消費税及び地方消費税額 226

2 71,129

1 71,129

69
企 業 債
償 還 金

71,129 政府債元金償還金 41,821

機構債元金償還金 29,308

1,223,117支 出 合 計

企 業 債
償 還 金

固 定 資 産
購 入 費

－５０－

附 記

企業債償還金

款 項 目 節


